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厚生労働省 健康・生活衛生局

がん・疾病対策課長 西嶋 康浩

国のがん対策の現状について

令和５年10月４日 がん検診受診率向上推進全国大会



がんの現状
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結核 悪性新生物 心疾患 脳血管疾患 肺炎

わが国における粗死亡率の推移（主な死因別）
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◼ 約３人に１人ががんで死亡（2021年 年間死亡者数 約38万人）

（人口10万対）

出典：令和３（2021）年人口動態統計（確定）

1981年「がん」が
死因の第一位に

がん

脳血管疾患

肺炎
結核

心疾患



生涯でがんに罹患する確率
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◼ 日本人の２人に１人が生涯でがんになる

男性 女性

累積がん罹患リスク：

65.5％
累積がん罹患リスク：

51.2％
（出典）国立がん研究センターがん情報サービス「最新がん統計」（2022.9.15更新）をもとに作成

（https://ganjoho.jp/reg_stat/statistics/stat/summary.html）

https://ganjoho.jp/reg_stat/statistics/stat/summary.html


部位別がん罹患数と死亡数
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✓ 2019年に新たに診断されたがんは、99万9,075例（男性56万6,460例、女性43万2,607例）

✓ 2021年にがんで死亡した人は、38万1,505人（男性22万2,467人、女性15万9,038人）

部位別がん罹患数（2019年）

男女計 男性 女性

1位
大腸

（155,625）
前立腺

（94,748）
乳房

（97,142）

2位
肺

（126,548）
大腸

（87,872）
大腸

（67,753）

3位
胃

（124,319）
胃

（85,325）
肺

（42,221）

4位
乳房

（97,812）
肺

（84,325）
胃

（38,994）

5位
前立腺

（94,749）
肝臓

（25,339）
子宮

（29,136）

部位別がん死亡数（2021年）

出典：全国がん登録報告2019年

男女計 男性 女性

1位
肺

（76,212）
肺

（53,278）
大腸

（24,338）

2位
大腸

（52,418）
大腸

（28,080）
肺

（22,934）

3位
胃

（41,624）
胃

（27,196）
膵臓

（19,245）

4位
膵臓

（38,579）
膵臓

（19,334）
乳房

（14,803）

5位
肝臓

（24,102）
肝臓

（15,913）
胃

（14,428）

出典：令和３（2021）年人口動態統計



がんの部位別の５年相対生存率（％）
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◼ 未だ予後不良のがん種も存在する。
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注：相対生存率とは、競合する死因（他の病気等による死亡）の影響を取り除いた生存率で、主に、がん対策の評価において、がんの影響を見るときに用いる。

（出典） 「院内がん登録5年生存率集計結果（2013-14年診断例）」（令和3年12月公表）
国立がん研究センターがん情報サービス（https://ganjoho.jp/reg_stat/statistics/stat/summary.html）

（％）

https://ganjoho.jp/reg_stat/statistics/stat/summary.html


がん対策基本法（平成1 8年法律第9 8号）
（平成１８年６月成立、平成１９年４月施行、平成２８年１２月改正・施行）

が
ん
対
策
推
進
協
議
会

地方公共団体

国

がん対策推進基本計画
（少なくとも６年ごとに検討を加える）

閣議決定・国会報告

厚生労働大臣
がん対策推進基本計画案の作成

都道府県

都道府県がん対策推進計画
がん医療の提供の状況等を

踏まえ策定

意見

連携

○ がんの予防の推進

○ がん検診の質の向上等

第一節：がん予防及び早期発見の推進

○ 専門的な知識及び技能を有する医師その他の

医療従事者の育成、医療機関の整備等

○ がん患者の療養生活の質の維持向上

○ がん医療に関する情報の収集提供体制の整備等

○ がんに関する研究の促進並びに研究成果の活用

○ 罹患している者の少ないがん及び治癒が特に困

難であるがんに係る研究の促進 等

国

民

基
本
的
施
策

がん対策を総合的かつ計画的に推進

○ がん患者の雇用の継続等

○ がん患者における学習と治療との両立

○ 民間団体の活動に対する支援

第二節：がん医療の均てん化の促進等

第三節：研究の推進等

第四節：がん患者の就労等

第五節：がんに関する教育の推進

○ 学校教育等におけるがんに関する教育の推進
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第４期がん対策推進基本計画（令和５年３月28日閣議決定）概要

第１．全体目標と分野別目標 ／ 第２．分野別施策と個別目標

第３．がん対策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項
１．関係者等の連携協力の更なる強化
２．感染症発生・まん延時や災害時等を見据えた対策
３．都道府県による計画の策定
４．国民の努力

５．必要な財政措置の実施と予算の効率化・重点化
６．目標の達成状況の把握
７．基本計画の見直し

全体目標：「誰一人取り残さないがん対策を推進し、全ての国民とがんの克服を目指す。」
「がん予防」分野の分野別目標
がんを知り、がんを予防すること、

がん検診による早期発見・早期治療を
促すことで、がん罹患率・がん死亡率
の減少を目指す

「がん医療」分野の分野別目標
適切な医療を受けられる体制を充実させるこ

とで、がん生存率の向上・がん死亡率の減少・
全てのがん患者及びその家族等の療養生活の質
の向上を目指す

「がんとの共生」分野の分野別目標
がんになっても安心して生活し、尊厳を持っ

て生きることのできる地域共生社会を実現する
ことで、全てのがん患者及びその家族等の療養
生活の質の向上を目指す

１．がん予防
（１）がんの１次予防

①生活習慣について
②感染症対策について

（２）がんの２次予防（がん検診）
①受診率向上対策について
②がん検診の精度管理等について
③科学的根拠に基づくがん検診の実

施について

２．がん医療
（１）がん医療提供体制等

①医療提供体制の均てん化・集約化について
②がんゲノム医療について
③手術療法・放射線療法・薬物療法について
④チーム医療の推進について
⑤がんのリハビリテーションについて
⑥支持療法の推進について
⑦がんと診断された時からの緩和ケアの推進に

ついて
⑧妊孕性温存療法について

（２）希少がん及び難治性がん対策
（３）小児がん及びＡＹＡ世代のがん対策
（４）高齢者のがん対策
（５）新規医薬品、医療機器及び医療技術の

速やかな医療実装 

３．がんとの共生
（１）相談支援及び情報提供

①相談支援について
②情報提供について

（２）社会連携に基づく緩和ケア等のがん対策・
患者支援

（３）がん患者等の社会的な問題への対策
 （サバイバーシップ支援）
①就労支援について
②アピアランスケアについて
③がん診断後の自殺対策について
④その他の社会的な問題について

（４）ライフステージに応じた療養環境への支援
①小児・ＡＹＡ世代について
②高齢者について

４．これらを支える基盤
（１）全ゲノム解析等の新たな技術を含む更なるがん研究の推進
（２）人材育成の強化
（３）がん教育及びがんに関する知識の普及啓発

（４）がん登録の利活用の推進
（５）患者・市民参画の推進
（６）デジタル化の推進
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がん検診
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部位別に見た予防可能ながんの経済的負担
男性 ①胃 ②肺
女性 ①胃 ②子宮頸部



がん検診の種類
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検診方法
対策型検診 任意型検診

目的 対象集団全体の死亡率を下げる 個人の死亡リスクを下げる

概要
予防対策として行われる
公共的なサービス

医療機関・検診機関などが
任意で提供するサービス

検診対象者
構成員の全員
（一定の年齢範囲の住民など）

定義されない

検診費用 公的資金を使用 全額自己負担

利益と不利益
限られた資源の中で、
利益と不利益のバランスを考慮し、
集団にとっての利益を最大化

個人のレベルで、
利益と不利益のバランスを判断

出典：かかりつけ医のためのがん検診ハンドブック（平成22年３月発行）（厚生労働省がん検診受診向上指導事業）



国が定めるがん検診の内容
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種類 検 査 項 目 対象者 受診間隔

胃がん検診
問診に加え、胃部エックス線検査又は胃内視鏡検
査 のいずれか

５０歳以上

※当分の間、胃部エック
ス線検査については40歳
以上に対し実施可

２年に１回 

※当分の間、胃部エッ
クス線検査については
年1回実施可

子宮頸がん検診 問診、視診、子宮頸部の細胞診及び内診 ２０歳以上 ２年に１回

肺がん検診
質問（問診）、胸部エックス線検査及び喀痰細胞
診 

４０歳以上 年１回 

乳がん検診

質問（問診）及び乳房エックス線検査（マンモグ
ラフィ） 

※視診、触診は推奨しない

４０歳以上 ２年に１回

大腸がん検診 問診及び便潜血検査 ４０歳以上 年１回 

利益が不利益を上回らない検査項目を設定している。



がん検診の受診率の推移
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がん検診受診率の国際比較

15出典：OECD Health Statistics 2022
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がん検診の受診機会について
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◼ がん検診受診者の約３～５割が、職域でがん検診を受診している。
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がん検診未受診の理由
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心配なときはいつでも医療機関を受診できるから

費用がかかり経済的にも負担になるから

がんであると分かるのが怖いから

うっかり受診するのを忘れてしまっているから

がん検診そのものを知らないから

検査に伴う苦痛に不安があるから

受ける場所が不便だから

がん検診を受けても、見落としがあると思っているから

その他

わからない

出典：令和元年７月がん対策・たばこ対策に関する世論調査（内閣府大臣官房政府広報室）

（複数回答）
（％）



48.0

37.1

53.4 45.6 47.8

40.9

43.7 47.4

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

2010年度 2013年度 2016年度 2019年度

第４期がん対策推進基本計画（令和５年３月閣議決定）分野別施策の概要

１．がん予防

（１）一次予防

【現状・課題】
⚫ 喫煙、飲酒、身体活動、食生活等の生活習慣について更なる改善が必要である。
⚫ ウイルス（ヒトパピローマウイルス（HPV)、肝炎ウイルス、ヒトT細胞白血病ウイルス１

型（HTLV－１））や細菌感染（ヘリコバクター・ピロリ）は発がんに大きく寄与する因
子であり、感染症対策が引き続き重要である。

⚫ 子宮頸がんの年齢調整罹患率は増加傾向にあり、HPVへの感染対策が必要である。

【取り組むべき施策】
⚫ 「二十一世紀における第三次国民健康づくり運動(健康日本21(第三次))」に沿った取組の推進
⚫ 拠点病院等から地域へのがん予防に関する普及啓発
⚫ ＨＰＶワクチンに係る正しい理解の促進と接種勧奨及びキャッチアップ接種の実施と適切

な情報提供、科学的根拠に基づく子宮頸がん対策の推進

（２）二次予防（がん検診）

【現状・課題】
⚫ がん検診の受診率は増加傾向だが、男性の肺がん検診を除いて50％に達していない。また、

新型コロナウイルス感染症の影響により受診者が１～２割程度減少したとの報告もある。
⚫ がん検診受診者のうち30～70%程度が受診している職域におけるがん検診は、任意で実施さ

れており、実態を継続的に把握する仕組みがない。
⚫ 精密検査受診率は都道府県及びがん種による差が大きく、改善が必要である。
⚫ 十分な検証なしに指針に基づかないがん検診を実施している市町村（特別区含む）は約80％

と高い状況が続いている。
⚫ より正確、低侵襲、簡便、安価な方法が提案されているが、対策型検診への導入までのプロ

セスが不透明かつ煩雑であることが指摘されている。

【取り組むべき施策】
⚫ より正確かつ精緻に個人単位で受診率を把握する仕組みの検討
⚫ 科学的かつ効果的な受診勧奨策の推進 ●全ての国民が受診しやすい環境の整備
⚫ がん検診の意義及び必要性の普及啓発
⚫ 職域におけるがん検診の実施状況の把握、がん検診全体の制度設計について検討
⚫ 精密検査受診率の低い市町村の実態把握、都道府県による指導・助言等の取組推進
⚫ 指針に基づかないがん検診の効果検証の方法、関係学会や企業等とのマッチングを促進する

仕組みの検討、組織型検診（※）の構築

ハイリスク
飲酒者の割合
（2019年度）

男性 14.9%

女性 9.1%

望まない受動喫煙の機会を有する
者の割合 2019年 (2008年)

行政機関 4.1% (16.9%)

医療機関 2.9% (13.3%)

家庭 6.9% (13.9%)

飲食店 29.6% (62.3%)

出典：国民健康栄養調査

出典：国民生活基礎調査

がん検診受診率の推移（第４期の目標値：60%）

精密検査受診率（2019年度）（第４期の目標値：90%）

胃がん 84.1%

肺がん 83.0%

大腸がん 69.8%

子宮頸がん 74.6%

乳がん 89.2%

出典：地域保健健康増進事業報告（※）組織型検診：統一されたプログラムのもと、適格な対象集団を特定し、対象者を個別に勧奨する検診

1.3%

3.1%

0.5%

0.5%

3.8%

8.6%

0.9%

1.6%

高３女子

高３男子

中１女子

中１男子

未成年喫煙率

2010年 2017年

出典：厚生労働科学研究費補助金
による研究班の調査



治療と仕事の両立支援



在院日数の短縮化と通院治療へのシフト
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入院患者・外来患者数の推移
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がん罹患者数と仕事を持ちながら通院している者の推移

• がん患者の約３人に１人は20代～60代で罹患している。

• 悪性新生物の治療のため、仕事を持ちながら通院している者は49.9万人で、2019年同調査と比較して、約5.1万人増加した。

特に、70歳以上の方の増加率が高く（1.2倍）、2016年同調査と比較すると２倍であった。
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0.6 1.0 

3.3 

7.0 7.3 

15～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

2016年調査：3.9
2019年調査：6.0

仕事を持ちながら悪性新生物で通院している者【男性】

仕事を持ちながら悪性新生物で通院している者【女性】

資料：厚生労働省「令和４年国民生活基礎調査」を基に同省健康局にて 特別集計したもの

注：１）入院者は含まない。２）「仕事あり」とは、調査の前月に収入を伴う
仕事を少しでもしたことをいい、被雇用者のほか、自営業主、家族従事者等を
含む。なお、無給で自家営業の手伝いをした場合や、育児休業や介護休業のた
め、一時的に仕事を休んでいる場合も「仕事あり」とする。
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出典：「平成31年（令和元年） 全国がん登録罹患数・率報告」（令和４年５月27日発行）
編集・国立がん研究センターがん対策研究所/発行・厚生労働省健康局がん・疾病対策課

2019年診断年全罹患者数：999,075人
20－64歳：241,937人 全体の24.2％
20－69歳：372,547人 全体の37.3％

計：19.1万人

計：30.8万人

15歳～64歳のがん罹患者数の増加
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がん患者・経験者の就労の状況
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• 平成30年度の患者体験調査によると、診断時に収入のある仕事をしていた人（就労者）の割合は
44.2%で、平成26年度の調査の時点と大きな変化はなかった。

• がんと診断を受けて退職・廃業した人は就労者の19.8%を占めており、そのうち、初回治療までに
退職・廃業した人は56.8%、再就職・復職の希望はあるが無職の人は22.5%であった。

54.2%

19.8%

26.0%

休職・休業はしたが、退職・

廃業はしなかった 

退職・廃業した

上記のようなことはなかった

19.7%

22.5%57.7%

再就職・復業した

再就職・復業の希望はある

が現時点では無職

再就職・復業の希望はない

6.2%

34.1%

16.5%

11.6%

17.5%

10.8%

3.1%
がんの疑いがあり診断が確定する前

がん診断直後

診断後、初回治療を待っている間 

初回治療中

初回治療後から当初予定していた復職までの間 

一度復職したのち

その他

治療開始前に離職 56.8％

退職のタイミング

退職後についてがん診断後の就労への影響

出典：厚生労働省委託事業「患者体験調査報告書 平成30年度調査」
（国立がん研究センターがん対策情報センター）



（現在の日本の社会は，がんの治療や検査のために２週間に一度程度病院に通う必要がある場合，働きつづけられる環境だと思うかと質問）

仕事と治療等の両立についての認識 （世論調査）
約６割の方が、がんの治療や検査のために２週間に一度程度病院に通う必要がある場合、
働きつづけられる環境だと思わないと回答

23
出典：内閣府 がん対策・たばこ対策に関する世論調査 （令和元年７月調査）



両立支援に必要な取り組み（世論調査）

働くことが可能で、働く意欲のあるがん患者が働き続けられるように
するためには、どういう取り組みが必要だと思うか（複数回答可）

出典：内閣府 平成２８年度
 がん対策に関する世論調査 24



担い手： 企業の人事労務担当者や産業保健スタッフ・医療機関の医療従事者・支援機関等

機 能： 支援対象者に寄り添いながら継続的な相談支援等を行うこと

役 割： それぞれの立場における支援の実施 及び 関係者との連携・調整

   支援対象者の同意を前提として、治療に関する情報や業務に関する情報等を得て、支援対象者
の治療や業務の状況に応じた必要な配慮等の情報を整理して本人に提供する 等

主治医

（産業医・人事）

企 業 医療機関
支援機関等

労働者（患者）

相談支援
相談支援

相談支援

企業の両立支援コーディネーター
・人事労務担当者
・産業保健スタッフ

支援機関の両立支援コーディネーター
・社会保険労務士
・産業カウンセラー
・キャリアコンサルタント

医療機関の両立支援コーディネーター
・医療ソーシャルワーカー
・看護師

25
※関係者との調整を行うに当たっては、両立支援コーディネーターは、事業場に対して支援対象者の代理で交渉行為を行うものではない

トライアングル型支援のイメージ

両立支援コーディネーター

https://3.bp.blogspot.com/-O0mchradsMo/VwIgUXTY1LI/AAAAAAAA5aw/9Y3Gz_AOy9sAS_OrM09_ORHwOmrexf7oQ/s800/medical_seishinka_woman.png
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１  事業の概要

○ がん患者の５年後の生存率が向上している状況の中、がんの疾病により長期にわたる治療等を受けながら再就職を希望する者に対する
就職支援を推進することが社会的課題となっている。（がんの他、肝炎、糖尿病のような長期間の療養を必要とする者も含む）

○ 支援策として、
・ ハローワークでの職業相談
・ がん診療連携拠点病院などへの出張相談
・ 院内のがん相談支援センターと治療状況等を共有しながら、院内での職業相談・職業紹介

を実施。 ※就職支援ナビゲーター（専門相談員） ：134名

令和４年度

就職者数： 4 , 6 4 4人

連携先拠点病院
（がん診療連携拠点病院等）

長期療養者

相談
相談支援センター

ハローワーク
（全国４７都道府県）

・就職希望者の誘導
・本人の医療関係情報の提供

➢相談支援センターへの出張相談

➢労働市場、求人情報等
雇用関係情報の提供

○個々の長期療養者の希望や治療状況等を
踏まえた職業相談、職業紹介

○長期療養者の希望する労働条件に応じた
求人の開拓、求人条件の緩和指導

○長期療養者の就職後の職場定着の支援

○連携先拠点病院等と連携した事業主等向け
セミナー 

協定締結

本人、相談支援センター
相談員も交えた相談

専任の就職支援ナビゲーターが連携体制を構築

２  スキーム・実施主体等

長期療養者就職支援事業
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〇 47都道府県に設置した地域産業保健総合支援センター（通称：さんぽセンター）において、中小企業等における
産業保健活動の取組に対する支援を実施（メンタルヘルス対策、治療と仕事の両立支援等）

■ 産業保健の専門家を配置し、以下の支援を実施

○ 事業者、人事労務担当者、産業医等の産業保健スタッフに対する専門的研修

○ 事業場への訪問支援（実地相談、健康教育等）

○ 関係者からの相談対応

産業保健総合支援センター（さんぽセンター）
※47都道府県に設置

① 治療と仕事の両立支援に関するセミナー、専門的研修を開催
 事業者に対する啓発セミナー、産業医、産業保健スタッフ、人事労務担当者に対する専門的研修を開催

② 両立支援に取り組む事業場への訪問指導
 専門家（両立支援促進員）が企業を訪問し、両立支援に関する制度導入や教育などについて、具体的な支援を実施

③ 関係者からの相談対応
 治療と仕事の両立支援に関する関係者からの相談に対応

④ 患者（労働者）と事業場との間の個別調整支援
 専門家（両立支援促進員）が、患者（労働者）の就労継続や職場復帰の支援に関する事業場との個別調整について支援

両立支援に関する支援

産業保健総合支援センターによる産業保健活動の支援



ガイドラインの構成

◆治療と仕事の両立支援を巡る状況

◆両立支援を行うに当たっての留意事項

◆両立支援を行うための環境整備

◆両立支援の進め方

28

✓ 両立支援の対象者 ⇒ 雇用形態を問わず、全ての労働者

✓ 両立支援の対象疾患 ⇒ 反復継続して治療が必要な全ての疾患

治療と仕事の両立のために必要となる就業上の措置や治療に対する配慮が適切に行
われるようにするための具体的な取組方法をまとめた、事業者向けのガイドライン

（平成28年2月作成、平成31年3月改称）

◆参考資料

 ・様式例集

 ・支援制度・機関

 ・疾患別留意事項

：がん、脳卒中、肝疾患、難病、心疾患、糖尿病

 ・企業・医療機関連携マニュアル（解説編、事例編）

：がん、脳卒中、肝疾患、難病、心疾患、糖尿病

治療と仕事の両立支援ガイドライン



• 企業と医療機関の連携によって、より適切な両立支援の実施が可能となる。

• 企業と医療機関が情報のやりとりを行う際の参考となるよう、ガイドライン掲載
の様式例に沿って、その作成のポイントを示したもの。
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※ がん、肝疾患、脳卒中、難病、糖尿病、心疾患の事例を掲載しています。

❶勤務情報提供書 ❷主治医意見書 ❸両立支援プラン

企業・労働者本人 企業・労働者本人主治医

企業・医療機関連携マニュアル



がん患者・経験者の治療と仕事の両立支援を円滑に進めるために

➢ がん患者が治療と仕事を両立しやすい環境整備
・ 事業場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライン、マニュアルの作成・普及

・ 両立支援コーディネーターの育成・配置

・ 産業保健総合支援センターの両立支援促進員による企業への支援

・ 治療と仕事の両立支援助成金の活用 等

➢ 拠点病院等でがんと診断された時から相談できる環境整備
・ 社会保険労務士等の就労の専門家による支援

・ がん相談支援センターの両立支援コーディネーターによる支援、お役立ちノートの活用

➢ 離職しても再就職について専門的に相談できる環境整備
・ ハローワークの専門相談員（就職支援ナビゲーター）による個別担当者制の支援

※治療と仕事の両立とは、病気を抱えながらも、働く意欲・能力のある労働者が、仕事を理由として治療機会を逃すことなく、また、
治療の必要性を理由として仕事の継続を妨げられることなく、適切な治療を受けながら、生き生きと就労を続けられること。
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